
補助率 1/2以内 ※千円未満は切り捨て

補助上限額 500万円(補助下限額 100万円）
補助対象経費 機械装置費、広報費、展示会等出展費、旅費、開発費、

雑役務費、賃借料、専⾨家謝⾦、専⾨家旅費、 外注・委託費、
その他直接経費
※対象事業に要する費用として根拠を示せるものに限る

消費税・地方消費税は対象外

補助対象期間 交付決定日（9⽉上旬予定）から令和5年1⽉末まで

ウィズコロナ・ポストコロナを⾒据えた、経済社会の変化に対応するための新事業展開や
事業再構築の取組みを支援します。下線部分は第1回募集からの変更・追加です。
補助内容

スケジュール
①申請受付 令和4年6⽉17日（⾦）から令和4年7⽉28日（木）
②審査会 申請受付締切後、8⽉中旬に実施

※交付または不交付決定を9⽉上旬に申請者へ通知（予定）
③事業実施期間 交付決定日から令和5年1⽉末まで
（補助対象期間）

■新潟市内に本社または本店を有する中小企業者等
※第1回募集の交付決定者は対象外

■新潟市内で実施する事業であること
■コロナ以前と比較して、売上高が10%以上減少していること、
売上高減少が10％未満の場合、売上総利益率が減少していること
※新型コロナウイルス感染症の影響により、令和2年度または令和3年度の売上高が令和元
年度の売上高と比較して10％以上減少している、または、申請前の直近6か月のうち、
任意の2か月の合計売上高が平成31年1月～令和2年3月の同2か月と比較して10％以上減少
していること。売上高減少が10％未満の場合、令和2年度または令和3年度の売上総利益率
が令和元年度の売上総利益率と比較して減少していること。

申請要件

郵送受付または持参
7⽉28日（木）までに、申請書類を裏⾯お問い合わせ先に提出してください。
※消印有効

申請方法

新潟市HPへのリンク



事業の流れ

■申請前に、事業計画の内容や、新規事業実施に関する課題等について、専⾨
家から無料でアドバイスを受けることができます。（1事業者につき1回まで）

■ご希望の方は、申請書類「別紙2 事業計画書」を作成し、 7⽉6日（水）まで
に、下記お問い合わせ先までメールまたは郵送でご提出ください。

事業計画策定サポート

資⾦⽤途 運転資⾦・設備資⾦
限度額 3,000万円以内
期間 15年以内（うち据置5年）

信⽤保証協会保証料補助
・1,500万円以内 100%
・1,500万円超〜3,000万円以内 50％

【参考】新事業展開資⾦貸付⾦［補助金採択者の資金調達を支援］

※融資については、⾦融機関及び信⽤保証協会の審査により決定されます

〈補助対象となり得る事業〉
・卸売業が、市内飲⾷店の看板メニューを冷凍⾷
・品化し販売するために、⾷品製造業へ新規参入
・小売業が、新商品を開発し、ECサイト販売やサ
・ブスクリプション形式のサービス事業に業態を転換

〈補助対象外となる事業〉
・既存事業を拡大するため、店舗を改装する
・⽼朽化したプレス機を入れ替え、既存事業を実施
・セミナー受講等、新事業を検討するための勉強会
のみの事業


